

























































































































































































































金一元化推進議員連盟「最低賃金の在り方に関する提言」（2020 年 12 月 15 日）があると思われる。同連盟は、2021 年 5 月 25 日菅首相に説明し、これが『骨





























































































































































に地域経済社会により良い行政執行効果をめざした「公契約条例」が 85 の自治体で制定され、実施されてきた。なかでも公契約条例制定の第 1 号は 2009 年
9 月の千葉県野田市において、当事の根本匠市長が元請の中抜き、下請叩き、低賃金労働者、とりわけ官製ワーキングプアの是正を基本とし、他自治体のモデ
ルとなる条例を制定し、全国の公契約の「範」となった。それらの「公解約条例」の制定、実施の経緯やその実施過程については永山利和・中村重美『公契約
条例がひらく地域のしごと・くらし』（自治体研究社、2019 年 6 月）等を参照。この政策は EU 諸国で進行している公務の“マニシパリズム”（地域数件主義）






































































































































































































































業政策とその思想の変遷～」( 参議院調査室『経済のプリズム』No109,2013 年 2 月 ) があり、こうした基礎的論稿から示唆を得られる。
ⅶ 省庁再編は、中央省庁等改革基本法（1998 年成立）での大規模な再編に際して経済産業省・中小企業庁の再編は論議に至らなかった。この経過から、他の省
庁再編論議もないように見えるが、実は文科省・文化庁に関する論議は、持続的に議論されてきた経緯がある。そこでは文化国家構想という、戦後直後から、




















































































































































ix 中小企業 [ 基本 ] 法に関する法規を、経産省所管および狭い産業政策から脱却させるための論議については、中小企業家同友会全国協議会・企業環境研究センター
『企業環境研究年報』において、3 回にわたり既述した拙稿がある。『企業環境研究年報』第 10 号「行財政改革と中小企業政策」(2005 年、pp.87 ～ 94)、同年
報第 12 号「行財政改革と中小企業政策」(2007 年、pp.55 ～ 80)、同年報第 15 号「行財政改革と中小企業政策」(2010 年、pp.53 ～ 64) を参照。本稿におけ
る中小企業法の体系上の位置づけは上記 3 論文の概要を記したものである。
